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第４章 災害復旧・復興対策 

津波による被災地の復旧・復興は、住民の意向を尊重しながら市、県が主体的に取り組み、国や関係機関等

の協力と適切な役割分担の下、被災者の生活の再建及び経済の復興、再度災害の防止に配慮した施設の復旧等

を図り、より安全性に配慮した地域づくりを目指すとともに、災害により地域の社会経済活動が低下する状況

に鑑み、可能な限り迅速かつ円滑な復旧・復興を図る。 

また、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ、迅速な原状復旧を目指すか、

又は更に災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すかについて早急に検討し、

復旧・復興の基本方向を定め、必要な場合には、これに基づき復興計画を作成する。 

なお、復旧・復興に当たっては、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を

促進する。併せて、要配慮者の参画を促進する。 

第１節 災害復旧対策 

地震災害対策編第４章第１節「災害復旧対策」を準用する。 

 

 

第２節 復興計画 

大規模な災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた災害においては、被災地域の再建は、

都市構造の改変、産業基盤の改変を要するような多数の機関が関係する高度かつ複雑な大規模事業となり、こ

れを可及的速やかに実施するため、復興計画を作成し、関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を進める。 

また、多くの人が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生命の危険に瀕し、地域社会が混乱に

陥る可能性があることから、震災時の人心の安定と社会秩序の維持を図ることを目的に、関係機関の協力を得

ながら被災者の生活支援の措置を講じる。 

なお、この節に定めのない事項については、風水害等対策編第４章第２節「復興計画」による。 

１ 防災まちづくりを目指した復興 

（１）必要に応じて、再度災害防止とより快適な都市環境を目指し、住民の安全と環境保全等にも配慮した防

災まちづくりを実施する。その際、まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民のためのものという理

念の下に、計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし、将来に悔いのないまちづくりを目指すこととし、

住民の理解を求めるよう努める。併せて、障がい者、高齢者、女性等の意見が反映されるよう、環境整備

に努める。 

（２）復興のため市街地の整備改善が必要な場合には、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第14号）等

を活用するとともに、住民の早急な生活再建の観点から、防災まちづくりの方向についてできるだけ速や

かに住民のコンセンサスを得るように努め、土地区画整理事業、市街地再開発事業等の実施により合理的

かつ健全な市街地の形成と都市機能の更新を図る。 

（３）被災した学校施設の復興に当たり、学校の復興とまちづくりの連携を推進し、安全・安心な立地の確保、

学校施設の防災対策の強化及び地域コミュニティの拠点形成を図る。 

（４）津波による被害を受けた被災地について、津波に強いまちづくりを図る観点から、住民等の参加の下、

高台移転も含めた総合的な市街地の再整備を行う。その際、時間の経過とともに被災地域への再移転が行

われないよう、津波災害特別警戒区域等による土地利用や建築制限等を行うことについても検討する。 
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（５）防災まちづくりに当たっては、必要に応じて、避難路・避難地、延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる幹

線道路、都市公園、河川、港湾、空港など、骨格的な都市基盤施設及び防災安全街区の整備、ライフライ

ンの共同収容施設としての共同溝、電線共同溝の整備等、ライフラインの耐震化、耐震性貯水槽の設置等

を基本的な目標とする。この際、都市公園、河川等のオープンスペースの確保等は、単に避難場所として

の活用、臨時ヘリポートとしての活用など防災の観点だけでなく、地域の環境保全、レクリエーション空

間の確保、景観構成に資するものであり、その点を十分住民に対して説明し理解と協力を得るように努め

る。 

また、ライフラインの共同収容施設としての共同溝、電線共同溝の整備等については、各種ライフライ

ンの特性等を勘案し、各事業者と調整を図りつつ進める。 

（６）既存不適格建築物については、防災とアメニティの観点から、その問題の重要性を住民に説明しつつ、

市街地再開発事業等の適切な推進によりその解消に努める。 

（７）被災施設等の復旧事業、災害廃棄物の処理事業に当たり、あらかじめ定めた物資、資材の調達計画及び

人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、関係機関が緊密に連携し、可能な限り迅速かつ円滑に実施

するとともに、復興計画を考慮して、必要な場合には傾斜的、戦略的実施を行う。 

（８）新たなまちづくりの展望、計画決定までの手続、スケジュール、被災者サイドでの種々の選択肢、施策

情報の提供等を、住民に対して行う。 

（９）建築物等の解体等によるアスベストの飛散を防止するため、必要に応じて事業者等に対して、大気汚染

防止法（昭和43年法律第97号）に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言する。 

（10）被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被災者の心の健康の維持を含め、被災地の

物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築に十分に配慮する。 

 

 

第３節 被災者の生活再建支援 

被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な処理のための仕組みの構築に

加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわ

たってきめ細かな支援を講じる。 

なお、この節に定めのない事項については、風水害等対策編第４章第４節「被災者等に対する支援」による。 

１ 被災者の経済的再建支援 

地震災害対策編第４章第３節１「被災者の経済的再建支援」を準用する。 

２ 中小企業を対象とした支援 

地震災害対策編第４章第３節２「中小企業を対象とした支援」を準用する。 

３ 農林漁業者を対象とした支援 

地震災害対策編第４章第３節３「農林漁業者を対象とした支援」を準用する。 


